
別紙１

(部局名)

１　開催日

２　委員の氏名及び役職等 委員長　

委員

委員

３  審査対象期間

４　審査契約件数

（１）公共工事

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

        0 件

②　随意契約によるもの 　

　　・審査対象件数 0 件

　　・審議件数 0 件

（２）物品・役務等

①　競争入札によるもの

　　・審査対象件数 15 件

　　・審議件数 3 件

　　うち、契約金額が500万円以上のもの 2 件

　　うち、参加者が一者しかいないもの 1 件

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの 0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの 0 件

②　随意契約によるもの

　　・審査対象件数 9 件

　　・審議件数 1 件

0 件

0 件

0 件

　　うち、委託契約金額に占める再委託金額の割合が２分の１を超えるもの

0 件

５　審査案件の抽出方法

６　審査結果

不適切等と判断した件数 0 件

結果内容及び措置状況（具体的な内容を記載するとともに、審査を行った際の書類も併せて提出すること。）

公共調達監視委員会の抽出委員による抽出を行った。

　　うち、低入札価格調査の対象となったもの

【本件に係る照会先】
鳥取労働局総務部総務課
　課長補佐　馬渕　正仁
   ℡ 0857-29-1700

○委員意見
全都道府県労働局で実施している同一の委託事業については、都道府県労働局がそれぞれ入札
を行って公募することは不効率で負担も大きい。厚生労働省が実施可能な事業者の情報を把握
しているのであれば指名入札制度等も活用して調達する方法もあるのではないか。以上につい
て厚生労働省に提言されたい（整理番号2号案件）。

公共調達監視委員会活動状況報告書

鳥取労働局

　　うち、契約の相手方が独立行政法人となったもの

令和７年１０月３日（金）

　　うち、企画競争又は公募をしたが、参加者（応募者）が一者しかいないもの

　　うち、新規案件で競争性のない随意契約で調達しているもの

令和７年１月１日　～　令和７年６月３０日契約締結分

駒井　重忠　　　弁護士

瀬古　智昭　　　公認会計士・弁護士

西川　退助　　　税理士
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令和７年度第１回鳥取労働局公共調達監視委員会議事概要 
 

開催日  令和７年１０月３日（金） 
開催場所 鳥取労働局４階小会議室 
出席委員 駒井委員（委員長） 

瀬古委員（抽出委員） 
西川委員 

 
１．鳥取労働局公共調達審査会審議結果報告 
 ・事務局から、以下とおり報告した。 
  令和７年９月４日に開催した令和７年度第１回鳥取労働局公共調達審査会

において、令和７年１月１日から６月３０日までの間における審査対象案件

の中で審議を行った。 
  審議対象の案件は、公共工事は該当事案が無く、物品・役務関係が２４件で

あった。 
  その中で、近年審議した案件を除き抽出した結果、一般競争入札５件、随意

契約３件の計８件について審議を行った。 
  その結果、すべての案件において特段の問題は見られず、「所見なし」と判

断されたことを報告する。 
 

 
２．審議対象案件の抽出について 
・事前に抽出委員である瀬古委員により、公共調達監視委員会審議対象一覧表

の中から抽出していただいた。 
 審議対象案件は全部で２４件の中から、公共工事は該当事案がなかったの

で、物品・役務関係について、契約内容別に考慮しながら、近年に審査を実施

していないものを中心に抽出された。その結果、物品・役務の一般競争入札が

３件、随意契約１件、計４件となった。 
 

３．審議 
（１）鳥取労働局及び鳥取公共職業安定所電話設備等更新工事（１号案件） 
  ・落札率が４２．８％と低いことによる商品の品質等問題はなかったか。 

→商品の品質は問題ない。落札率が４２．８％となった要因として、仕様 
書にも記載のとおり、保守については別途調達を行うこととした。そのこと 
により保守契約を勘案した額で入札している可能性があるのではないか。 
事前に他局や過去の類似案件を調査したが、保守契約でのコスト回収を目 
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算し、機器導入コストは安く入札してくる事が多い調達ではないかと思わ 
れる。保守契約なしの案件については落札率が高くなっている。 
 
・保守契約と物品調達を分けた理由はなぜか。 
→会計法の解釈や本省からの指導により別途競争にかけることとしている。 
電話設備やコピー機等の保守については、実態として調達業者が保守契約 
を落札しているが、例えば自動車の点検業務等は、他の整備会社が保守契約 
を落札するケースもある。また、電話設備については主装置（交換機）のト 
ラブルで電話が使用できなくなると業務に著しい支障が出るため保守契約 
は必要なものと考えている。 
 
・予定価格の立て方はどのように行ったのか 
→導入に係る市場価格が調査できなかったため、複数業者（２者）から参 
考見積を徴し比較した。両者の見積額に大差がなかったため、安価な方に市 
場調査により算出した撤去費用を加算した金額を予定価格とした。 
 

（２）令和７・８年度地域若者サポートステーション事業（２号案件） 
  ・本案件は２年間という長期間の事業であり内容も特殊なため、全国的に実 

施できる事業所は多くないと考えられる。他局でも同様の事業を実施して 
おり、本省で全国の実施可能な事業所を把握しているのであれば、そのよう 
な事業所に声かけを行い、地方での一般競争入札ではなく指名競争入札等 
にすることを検討してはどうか。応募者も増えると思うが。 

 →全国的に実施している事業ではあるが、本省で数多の実施可能な事業所 
情報の詳細までは把握しきれないこと、本事業はそれぞれの地域性を加味 
するという側面もあり得ることにより、本省での集約には至っていない。他 
の事業で過去に本省一括調達となったケースはあるので、今回のご指摘を 
本省に共有しつつ、在り方について考えていきたい。 
 

 ・入札の際は提案書に基づいて採点されているが、事業実施後の結果につい 
ては評価されているのか。 

 →委託事業精算時の実施に係る報告書や成果物の確認の他、事業担当者が 
委託業者と連携を取りながら実施しているため、逐一実施状況について確

認している。実施内容が仕様に基づく水準を超えていないと、やり直しもあ

り得る。全国的には契約不履行等により一定期間入札に参加させないとい

うような措置も講じている。 
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（３）中高年世代活躍応援プロジェクト（３号案件） 
  ・前回委託業者が入札に参加しなかった理由は何が考えられるのか。 
  →前回委託業者に直接聞き取ってはいない。昨年度までは３月に入札を実

施していたが、今年度は６月に入札を実施した。年度が既に始まっている最

中、入札に参加する余力が無く不参加の申出があった業者もあった。 
 

・入札時期について見直す予定はないか。 
→本省からの指示によるもののため、現時点では未定。 
 

（４）障害者就業・生活支援センター事業（雇用安定事業）（障害者就業・生活 
支援センターしらはま）（４号案件） 

  ・対象業者が一者しかなかったということか。 
  →その通り。鳥取県知事の指定によるのも。 
 
  ・予定価格の立て方はどのように行ったのか。 
  →昨年１２月に本省にて対象事業者にヒアリングを実施している。その際

に見積書を含めた委託実施計画を事業者に提出させ、査定したうえで予算

がついている。その予算をベースに当局でも改めて精査し、問題なければ同

価格を予定価格としている。 
   
４．審議結果 
  ・１・３・４号案件について「所見なし」とする。 
  ・２号案件については「所見あり：本省へ入札方式及び一括調達について提 

言をするべき」とする。 


